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発行元　自治労空知地方本部書記局　TEL 0126-22-6519
2010人勧閣議決定期の取り組み

“大型はがき行動”を
　オール組合員で取り組もう！

　


空知管内の普通交付税が３５億円増額！～段階補正及び人口急減補正の見直し～

　すでに各自治体には通知されていますが、条件不利地域や小規模市町村等に必要な行政サービスを実施できるよう、人口や面積による機械的な計算では捕捉できない財政需要をきめ細かく算定し、財政力の弱い市町村等に手厚く配分する見直しが行なわれました。
特に「人口急減補正」については、これまで過去５年間の人口減少としていたものを、新たに過去20年間の人口減少の影響を緩和する措置として行なわれることとなり、空知のように過疎が多い地域にとっては有利な算式が適用されることになりました。

今回の増額は、民主党が掲げる地方を重視する政策の一環であり、これまで地方としても要求してきたことが実現し、政権が変わった大きな成果と言えるのではないかと思います。
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今年の人勧をめぐる情勢については、道本部ＦＡＸ情報№178（2010年9月7日17:00発信）で通知のとおり、人勧取扱い方針のゆくえは予断を許さない状況にあります。


　労働基本権制約の代償機能としての人事院勧告制度が、近年、歴史的・制度的に限界を迎えていることを事実として受け止めなくてはなりません。


自治労は2012年の自律的労使関係制度の措置という新たな局面を迎え、団体交渉に基づく賃金・労働条件決定制度の確立をめざし、新たな賃金闘争を構築することに全力を上げてき








全組合員で


取り組もう！











【閣議決定に向けた当面の具体的な取組み】


官房長官、総務大臣宛「大型はがき行動」を実施します。


取組期間　　９月上旬～９月３０日（木）


取組対象　　全組合員とその家族（組合員１人×５を目標）


送 付 先　　〒100-0014　東京都千代田区永田町２－３－１　首相官邸内


　　　　　　　内閣官房長官　仙谷由人　あて


　　　　　　　〒100-8926　東京都千代田区霞ヶ関２－１－２　総務省内


　　　　　　　　総務大臣　原口一博　あて


取組報告　　集約枚数、人員数を道本部賃金労働部へＦＡＸで報告


　　　　　　　（FAX　011-700-2053）


　　　　　　　　第１次集約　　　９月２４日（金）


　　　　　　　　最終集約　　１０月　１日（金）











ているところです。


しかし、それが実現するまでは、人事院勧告制度のもとでの賃金・労働条件改善の取り組みを着実にすすめていくことが必要です。


このようなことから極めて問題の多い50歳台後半層の給与引下げ措置は実施しないことを含め、公務員の賃金・労働条件に対する「政治介入」の排除を求めていく必要があります。


また、人事院勧告を無視した一方的な給与引下げを断じて認めない立場から、当面、以下の取り組みを実施します。
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